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 ＳＤＧｓ実施指針（SDGs Implementation Guiding Principles） 

（検討のたたき台） 

平成２８年９月 
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個別施策一覧 

 

Ⅰ 本文 

 

１ 序文 

（２０３０アジェンダに対する基本的な考え） 
● 我が国は、２０３０アジェンダの策定に先駆けて、人間の安全保障に基づいた国際協力

に取り組むとともに、保健、防災、女性といった持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）にお

ける中心的テーマを国際協力の軸に据えてきた。このような経験の蓄積に基づいて、我

が国は２０３０アジェンダの理念や分野の策定において主導的な役割を果たしてきた。

また，わが国は、国内においては日本再興戦略、ニッポン一億総活躍プランといった経

済成長や社会作りにおける取組を進め、課題を克服しようとしている。 

 

● このように、我が国はすでに、今後の世界における持続可能な経済・社会作りの先駆者、

いわば課題先進国として、ＳＤＧｓの実施に向けた模範を国際社会に示すような実績を

積み重ねてきている。わが国は，ＳＤＧｓ実施におけるロールモデルとなることを目指

し、国内実施、国際協力の両面における取組を進めていくことを目指す。 

 

（本実施指針の意義） 

● 相互依存を深める現代の社会において、誰一人取り残されることのない、持続可能な世

界を実現していくには、複雑に絡み合う経済・社会・環境の諸課題を、１７個のＳＤＧ

ｓのレンズを通して、国内と国外の双方で、統合的に解決していく必要がある。また、

グローバルパートナーシップの下で、あらゆる主体が力を合わせて取り組むことが不可

欠である。 
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● この実施指針は、日本がかかる重要な挑戦に取り組むためのガイドライン。具体的には、

政府が、①関係省庁一体となって、②あらゆるステークホルダーと連携しつつ、③広範

な施策や資源を効果的かつ一貫した形で動員していくことを可能にするため、ビジョン、

優先課題（取組の柱）、実施原則、推進体制、フォローアップ・レビュー、個別施策等を

定めるもの。 

 

２ 現状の分析 

（これまでの取組） 

● 日本は、第二次世界大戦後、着実な経済成長を遂げ、世界に類を見ない発展した社会を

築き上げるとともに、政府開発援助（ＯＤＡ）を始めとする発展途上国への支援等を通

じて、国際社会全体の繁栄に積極的に貢献してきた。 

● その中で、持続可能な開発の達成にも、積極的に取り組んできた。 

（例１）１９９２年の「環境と開発に関する国連会議」の成果も踏まえ、１９９３年か

ら９４年にかけて、環境基本法及び環境基本計画を制定。環境・経済・社会の統合的向

上による持続可能な社会の構築に向けて取り組んできた。 

（例２）開発協力においては、１９９０年代から人間の安全保障を推進し、環境の持続

可能性確保（目標７）を含むミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）の達成に積極的に貢献。 

 

（現状の評価） 

● 要すれば、既存の調査結果に言及しつつ､日本が極めて高い水準の発展を持続的に達成

してきたことや、更に取り組むべき課題を記載。 

（例） 

・ ＵＮＤＰによる人間開発指数（ＨＤＩ）：日本は最高位グループに属する（１８８か国中２０位：

２０１４年）。 

・ ＯＤＡの支出総額：ＯＥＣＤ加盟国中、米・独・英に次ぐ第４位（２０１５年）。 

・ 米独の研究機関が３４の独自の指標に基づいて分析した結果（「持続可能な開発目標：豊かな国

は準備ができているか？」（２０１５年９月））によれば、日本は、ＯＥＣＤ加盟３４か国中、Ｓ

ＤＧ１２（生産・消費）で最上位に位置し、ＳＤＧ４（教育）やＳＤＧ１５（陸上資源）でも相

対的に上位。また、肥満率（ＳＤＧ２関連）、平均余命（ＳＤＧ３関連）、研究開発支出（ＳＤＧ

９関連）、殺人率（ＳＤＧ１６関連）といった項目でも上位を占める。一方で、ＳＤＧ５（ジェ

ンダー）では最下位グループに属している。 

● それらの課題の中には、既に、日本が自らの重要な政策課題として掲げ、挑戦している

ものも多数含まれているが、更なる取組の強化が必要である。本実施指針の内容は、か

かる現状を踏まえ、１７のゴールと１６９のターゲットのうち、日本として特に注力す

べきものを示すとの観点から、日本の文脈に即して定める。 

 

３ ビジョンと優先課題（取組の柱） 
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（ビジョン） 

● 本実施指針を通じて目指すべき社会の姿を記載。 

 

（優先課題（取組の柱）） 

● ビジョンの達成に向けて、取り組むべき優先課題（取組の柱）を記載。これらは相互に

密接に関わっており、どの一つが欠けてもビジョンは達成されないことを認識しつつ、

優先課題（取組の柱）全てに、統合的な形で取り組む。具体的な施策等は、付表に記載

される。 

 

４ 実施のための主要原則 

● 上記の優先課題に取り組むに当たって重視する原則を記載する。 

（例） 

① 普遍性：国内実施と国際協力の両面で率先して取り組む。 

② 包摂性：誰一人取り残さない。脆弱な立場におかれた人々一人一人に焦点を当てる。 

③ 統合性：経済・社会・環境の三分野の全てに、複数ゴール・ターゲットの相互関連

性・相乗効果を重視しつつ取り組む。 

④ 参加型：あらゆるステークホルダーの参画を重視する。 

⑤ 透明性と説明責任：取組状況を定期的に評価し、公表・説明する。 

 

５ 推進に向けた体制 

（１）政府の体制 

● 新たに内閣に設置されたＳＤＧｓ推進本部が、関係行政機関相互の緊密な連携を図り、

関係する施策を総合的かつ効果的に推進するための司令塔の役割を果たす。 

● ＳＤＧｓ推進本部は、関係省庁と緊密に連携しつつ、特に以下の事項に重点的に取り組

む。（なお、以下はいずれも２０３０アジェンダの実施に関する政府全体の取組に係る

もので、個別施策に係るものはそれぞれの府省庁が行う。） 

・本実施指針の策定や見直し 

・本実施指針のフォローアップとレビュー 

・ステークホルダーとの意見交換や連携の推進 

・２０３０アジェンダに関する普及啓発活動 

 

（２）ステークホルダーとの連携（ＳＤＧｓ推進円卓会議） 

● ２０３０アジェンダの実施には、広範なステークホルダーとの連携の推進が不可欠であ

る。このため、関係省庁とステークホルダーの代表から構成されるＳＤＧｓ推進円卓会

議を設置し、緊密な連携を図る。 

● ＳＤＧｓ推進円卓会議以外にも、各分野におけるステークホルダーとの連携を奨励する

（例：ＳＤＧｓの環境側面の実施を推進するため環境省が８月に設置したステークホル
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ダーズ・ミーティング）。 

 

（３）官民連携の推進 

● 民間企業が有する技術や資源は持続可能な発展の達成に不可欠。既に一部の民間企業が

ＳＤＧｓを自らの本業に取り込み、ビジネスを通じて社会的課題の解決に貢献すること

に取り組んでいる。政府としてこうした動きを歓迎するとともに、今後の２０３０アジ

ェンダの実施に際して、民間企業との更なる連携の強化を図る。 

 

（４）その他 

● ２０３０アジェンダにおいてＳＤＧｓを国家計画や戦略に反映していくことが期待さ

れていることから、関係府省庁における各種計画や戦略、方針の策定や改訂に当たって

は、ＳＤＧｓの要素を最大限反映する。 

● 市民社会、学術界、議員、地方自治体等のステークホルダーによる取組とも連携を深め、

必要に応じて支援する。 

 

６ フォローアップ・レビュー 

● 我が国における SDGs の推進状況を的確に把握するために、今後、２０３０年までの間、

統計データを積極的に活用した上で、定期的にグローバル指標の国連報告を含めた本実

施指針の取組状況の確認や指針の見直し（フォローアップ・レビュー）を実施し、その

結果について適切な形で公表する。 

● 最初のフォローアップ・レビューは２０２０年を目処に実施することを検討する。その

際には、本実施指針の策定と同様に、広範なステークホルダーの意見を聴取する。 

● 国連持続可能な開発のためのハイレベル政治フォーラム（ＨＬＰＦ）の自発的レビュー

に、２０１７年に参加するとともに、その後も、本実施指針の取組状況の確認や見直し

を行った後等の適切なタイミングを捉えて、積極的に参加することを検討していく。 

 

（了） 


